
経営支援NPOクラブ

役員報酬規程

2013年 (平成25年 )11月

第1条 (本規程の目的)

この規程は「特定非営利活動法人経営支援NPOクラブ」(以下本クラブという)の定款第21

条の規定に基づき、役員の報酬等及び費用に関し必要事項を定めることを目的とし、特定非

営利活動法人に関する法律の規定に基づき定めるものとする。

第2条 (定義等)

この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)役員とは、理事及び監事をいう。

(2)報酬等とは、報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産上の利益及び退職手

当であって、その名称のいかんを問わない。費用とは明確に区分されるものとする。

(3)費用とは、職務の遂行に伴い発生する日当、交通費、通勤費、旅費 (宿泊費を含む)、 手

数料等の経費をいう。報酬等とは明確に区分されるものとする。

第3条 (報酬の支給)

この法人は、運営内規に定める会員としての通常サービス及びその他サービス等の遂行に

対する謝金・日当の支給以外には、役員の職務執行の対価として報酬を支給しない。

以 上

‐
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(目 的)

第 1条

特定非営利活動法人 経営支援 NPOク ラブ

従業員就業規則

平成 28年 12月 2日

平成 30年 5月 11日 (改訂)

この就業規則は、特定非営利活動法人経営支援 NPOク ラブ (以下、法人)の

事務局業務に従事する従業員の、労働条件、服務規律その他の就業に関する事

項を定めるものである。

(服務の遵守)

第 2条 従業員はこの規則を遵守し業務上の指示命令に従うとともに、誠実に自己の業

務に専念し、互いに協力して職場の秩序を維持しなければならない。

(採用手続き及び提出書類)

第 3条 法人は、就職を希望する者の中から選考して従業員を採用する。新たに採用し

た者については、採用の日から3ヶ 月間を試用期間とする。また、法人が指定

する書類を法人の指定した日までに提出しなければならない

2.前項の規定に基づき法人に提出された書類は、賃金その他の処遇の決定、租税、

社会保険その他の関係法令に基づく手続き、雇用管理の目的のために利用する。

(労働時間及び休憩時間)

第 4条 所定労働時間は、 1週 30時間、1日 6時間とする。

2.前項の定めにかかわらず、業務上必要あるときは労働基準法の定めるところに

より、lヶ 月を平均して 1週の労働時間が 30時間を超えない範囲内で、特定

の週において 30時間を、特定の日において 6時間を超える、1ケ 月単位の変

形労働時間制による勤務をさせることがある。

3.始業及び終業の時刻並びに休憩時間は、次のとおりとする、但し、業務の都合

その他やむを得ない事情によりこれらを繰 り上げ又は繰り下げることがある。

始業     10時 00分

終業     17時 00分

休憩時間   12時 00分から 13時 00分 まで

(休 日)

第 5条 休日は次のとおりとする。

(1)法定休 日   日曜日

(2)法定外休 日

①国民の祝 日 (法律による振替休日を含む)

②土曜日

③その他法人の定める日 (年末年始等)

2.法人は、業務の都合によりやむを得ない場合には、あらかじめ前項の休日と

他の日を振り返ることがある。



(時間外及び休日労働)

第 6条 法人は、業務の都合により、第 4条の所定労働時間を超え、又は前条の所定

休日に労働させることがある。

(休暇)

第 7条 法人は、従業員より休暇取得の申し出があった場合、業務上支障がないかぎり

休暇を与えるものとする。但し、休暇日は無給とする。

(賃金の種類)

第 8条 賃金の種類は次のとおりとする。

(1)基本給 : 本人の能力、経験、職務内容を考慮して付表①により各人別に

日給で定める。

但し、パートタイマー等については時間給制とし、その額は適宜定める。

(2)通勤手当 :通勤に要する実費を支給する。

(割増賃金)

第 9条 割増賃金は次の算式により計算して支給する。

① 時間外労働割増賃金 (法定労働時間を超えて労働させた場合)

基本額÷1日所定労働時間×1.25× 時間外労働時間数

② 休日労働割増賃金 (第 5条に定める休日に労働させた場合)

基本額÷1日所定労働時間×1.35× 休日労働時間数

③ 深夜労働割増賃金 (午後 10時から午前 5時までの間に労働させた場合)

基本額■1日 所定労働時間×0.25×深夜労働時間数

2.時給者の割増賃金を計算する場合は、第 1項の算式の「基本額÷1日所定労働

時間」を「時給額」と読み替えて算定する。

(欠勤等の扱い)

第 10条 欠勤、遅刻、早退及び私用外出の時間については、原則として 1時間当たり

の賃金額に欠勤、遅刻、早退及び私用外出の合計時間数を乗じた額を差し引く

ものとする。

(賃金の計算期間及び支払日)

第 11条 賃金は毎月 25日 に締め切り、毎月月末日に支払う。但し、支払日が休日に当

たるときはその前日に繰り上げて支払う。

(賃金の支払いと控除)

第 12条 賃金は、従業員に対し通貨で直接その全額を支払う。但し、次に掲げるもの

は、賃金から控除するものとする。

源泉所得税、住民税

健康保険料、厚生年金保険料、雇用保険料、介護保険料

その他、法人と従業員との間で個別に書面協定により控除するとしたもの。

⇒
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(賃金の改定)

第 13条 基本給の改定は、原則として毎年の 4月 に行うこととし、改定額については

法人の正味財産増減額及び従業員の勤務成績等を勘案して各人ごとに決定

する。

(定年及び退職)

第 14条 従業員の定年は原則満 70歳 とし、定年に達した日の直後の給与締切日を

もって退職とする。

2.期間を定めて雇用した者の契約期間が満了したときは退職とする。

3.従業員が自己都合により退職しようとするときは、少なくとも lヶ 月前迄に

退職願を提出しなければならない。

(懲戒)

第 15条 従業員が諸法規並びに本クラブ諸規定に反する行為をなす等により、本クラ

ブの名誉、信用を毀損し、また本クラブに損害を与える等した場合は懲戒処分

を行う。懲戒処分は事務局にて理由を付した処分案を作成し、理事会に上程し、

理事会でこれを検討、処分を決定し、理事長名にて書面により処分を通知する。

懲戒処分の種類はその行為の内容、結果の影響等により次の通りとする。

(1)厳重注意 (戒告)

(2)減給 (10%～ 30%以内、 lヶ 月～ 3ヶ 月以内)

(3)解雇

(解雇)

第 16条 前条によるものの他、従業員が次の各号のいずれかに該当するときは、解雇

するものとする。

(1)精神または身体に障害があるか、もしくは虚弱、疾病のため業務に耐えら

れないとき

(2)協調性がなく、注意、指導しても改善の見込みがないと認められるとき

(3)勤怠不良で改善の見込みがないと認められるとき

(4)業務能率が著しく劣り業務の習得の見込みがないとき

(D 事業の縮小その他法人のやむを得ない事由がある場合で、かつ他の職務に

転換することができないとき

(o やむを得ない事由により、事業継続が不可能となり雇用を維持することが

できなくなったとき

(7)法人の指示命令等に違反する重大な行為があったとき、又は服務に違反し

たとき

(o 私生活上の非行又は犯罪等の非違行為があり、法人の従業員として適格性

がないと判断されるとき

(9)その他この規則に違反し、又は非違行為を繰り返し、あるいは前各号に準

ずるやむを得ない行為及び事情があったとき

(解雇予告)

第 17条 法人は前条の定めにより従業員を解雇する場合は、労働基準法第 21条第 1

号から第 4号に定めるものを除き、30日 前に本人に予告し、又は平均賃金

の 30日 分に相当する予告手当を支給する。



2.前項の予告日数については、平均賃金を支払った日数だけ短縮する。

付表① 基本日給表

1級 8,000円
2級 6,000円

能力が高い者

能力が普通の者



事 業 年 度
令和 2年 4月 1日 ～

令和 3年 3月 31日
特定非営利活動法人

経営支援NPOク ラブ
法人名

書式第 17号 (法第 55条関係)

54条第 2項第 3号に定める事項を記載した書類

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

特

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

借 入 先 金    額

日本政策金融公庫 lo, 000, 000円

円

円

円

円

△
ロ 計 lo, 000. 000円

な し

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

中小企業支援事業 65, 680, 900円

講演会事業 2,296,016円

受取会費 1,323,750円

受取寄付金 7, 752, 976円

受取利息 。雑収入 752円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

△
ロ 計 77,054,394円

(3)その他

32条第 1 しています。以 です



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

)´,・

V、.. る

譲 渡 資 産 の 内 容

な し

料 金 条  件  等

0円

円

円

円

円

円

円

円

円

(2)資産の貸付けに係る料金及び条件等

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 0円

円

円

円

円

円

円

円

円

(3)役務の提供に る料金及び条件等

役 務 の 提 供 の 内 容 条  件  等料 金

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引

及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第一順位から第五順位までの取 ロ と

譲渡資産の内容等譲 渡 価 格住所又は所在地取引先の氏名等

な し 0円

円

円

譲 渡

年月日

法人との

関  係

円

円

円

円

円

円

円

(1)収益の生ずる取引の上 5

(2)費用の生ずる取引の上位5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産 (棚卸資産を 。)

取引金額 取 引 内 容 等住所又は所在地氏名又は名称

7,400,000円 展示会顧客招致

販路開拓支援6,842,000円

販路開拓支援+現場改善支援6,446,330円

販路開拓支援5,028,170円

展示会顧客招致3,684,000円

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

6,768,797円 家賃

1,562,644円 家賃

1,038,950円 コンピュータ費・広告宣伝費

給与手当

給与手当



口 資産の貸付け (金銭の貸付け )

ハ 役務の提供 (施設の利用等 )

取引先の氏名等 対 価 の 額

な し

住所又は所在地 譲渡資産の内容等

0円

円

円

円

円

円

円

円

円

法人との

関  係

貸 付

年月日

円

取引先の氏名等 住所又は所在地 対 価 の 額 役務提供の内容等

円

円

法人との

関  係

役務の提

供年月日

別紙明細

円

円

円

円

円

円

円

円



4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が

20万円以上であるものに る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年

に関する事項 び当該職員に対する給与の総額に関する事項]

6 支出した 関する した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

ｒ
Ｏ

氏
′0'
■コ 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

な し

円

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

5名 3, 304, 622円

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

令和 2年 9

月 15日

|

令和 2年 7月 台風見舞

物資 (備蓄食ゼリー)

176,064円

円

円

円

円

円

円

円

円

合    計
0円



7 海外への送金等に関する事項 (その金額が200万円以下の場合に限る。)[⑦200万 円以下の海外への送
金又は金銭の持出しを行っ におけるその そ の

実  施  日 使 途 金   額

な し
0円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



:役務の提供(施設の利用等を含む)

先の氏名等 日 対価の額(円 )

1日 ～
7,127,645

日当
・顧客紹介等
・上述以外の役務
・内部会議

2,000円

2,000円

1,000円囲固

同上 360,006
日当、謝金

5,000円

同上 1,040,000 ・業務委託契約による

154,000
・願客からの受取謝金の50%

日当

1日 ～
19,315,841

2,000円

2,000円

1,000円固

3,000円

同上 888,606
当

・ 7 5,000円

同上 1,689,000 ・業務委託契約による

750,000
顧客からの受取謝金の50%

メルマガ配信 令和2年 8月 28日 47,850

令和2年9月 30日 16,830

令和2年 10月 22日 22,330

令和2年 10月 29日 9,130

令和3年 1月 29日 94,710

令和3年2月 25日 66,000

令和3年2月 25日 165,550

令和3年3月 19日 616,550

(小計) (1

令和3年3月 31 429,000

令和2年6月 26日 55,550

(小計 )



チェック11法人名 特定非営利活動法人 経営支援NPOクラブ

′

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、

帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

取引の記録及び

イ

(注 1)

C主 2)

各欄の人数等は、第3表付表1 日役員の代況1から転配してくださしヽ

③及び④については、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してくださしヽ

(例)33.333… %―→ 33.3%

ロ

項  目 最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合
最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

役員数

(②十① (④÷①

① ② ③ ④ ⑤

区  分

④ 2年 4月 1日～3年 3月 31日 18人 0人 0% 0人 0%

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

④ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

上記を証する書類の名称とその内容等

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表 ) 囲 剌

CI圭意1申0
・ 認定基準等チェック表 (第 3表Hま、法第55条第1項に基づく書類 (役員欄酬規屋寺提出碑順)の提出時においても配載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の配載の必要はありません.

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づぐ■寿:(役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎

会計について公認会計士又は監査法人の監査

を受けている

はい

匝 図

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の

保存を青色申告法人に準じて行っている

[Ⅲコ

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

申 請 時

はい

いいえ

はい

いいえ

項 目 ③ ⑮ ◎ ③ ◎ 申 請 時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の

記載がある等の調適正な経理の有無
有。□ 有 。無 有 。無 有・無 有 。無 有・無

第3表 (次葉)

医轟ヨコ
認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出癬罵)に記載した事項について、改

めて記載する必要はありません。

○ 二において、「費途が明らかでない支出」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも
のをいい、法人が名目に関わらず支出した徴 その費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでない支出」があることになり、認定を受けることはできません。

一
〇

記 載 要 領 注 意 事 項目

口の各欄

項

イの各欄 区分欄の「③」から「◎」欄にヤよ 実績判定期間の各事

業年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、日①」、「②」及
び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

}よ 「定款 (又は会貝0第○条に正会員の表決権 (又は議決

蒲)は平等に一票を与えると規定」のように記載します。

ハの各欄 該当する一方を「○りで囲みます。

なお、「④」から「◎」について|よ 上記イに記載する各

期間 (「③」から「◎」)を示したものです。

①  「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の「はい」

ニニK狂⊥生塑塗二塁監査証壁 添
付してください。

② n帳簿書類の備付け、取引の記録及
び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行つている」の「はい」に「○ |

した盪全l二 1菫、.笙壁 壁羞2__[盤盤:組

織の物 を記載.し添付してください。
二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「◎」については、上記イに記載する各

期間 (「④」から



法人名
特定非営利活動法人

経営支援NPOク ラブ
④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

役  員  数 18人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人

人 人 人0人 人 人

書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況

助川 英治

林 正弘

宮崎 清 ○

手塚 昂宏

第 3表付表 1

○

○

○

長 和雄
⌒
∪

谷 文彦 ○

中谷 兼武 ○

山本 章博 ○

井料 敏和 ○

近藤 芳輝 ○

酒井 基次 ○

佐野 守生

東郷 修

○

理事 ○

就任

2020/7/30

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

就任・退任

年月日④ ◎ 申請時

続
　
杯
　
箸

④ ⑮ ◎
職名住  所氏  名

就任

2014/7/1

就任

2016/7/1

就任

2016/7/1

就任

2016/7/1

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

就任

2016/7/1

就任

2018/7/1

就任

2018/7/1

就任

2018/7/1

就任

2()20/7/30

就任

2020/7/30

就任

202()/7ノ
/30

就任

2020/7ノ
/30

就任

2020ノ
/7ノ′30

松本 民男 理事 ○



米田 卓司

古賀 明郎

多田 泰夫

吉田 仁

山口 浩利

宇野 一雄

萩原 一夫

多賀 毎成

永井 隆二郎

柴田 勝 監事 ○

理事 ○

監事
⌒
∪

監事 ○

○

理事 ○

理事 ○

理事 ○

理事 ○

監事 ○

ｎ
υ

′
／

７
‥

／

′

ｎ
ｕ

ｎ
υ

就任

理事就任

2018/7/1

理事退任

2020/7/30

監事就任

2020/7/30

理事就任

2012/7/1

理事退任

2()20/7ノ′30

監事就任

2020/7/30

理事就任

2014/7/1

理事退任

2020/7/30

監事就任

2020/7/30

就任

2018/7/1

退任

2()20ノ
/7ノ/30

就任

2014/7/1

退任

2020/7/30

就任

2012/7/1

退任

2()20/7/30

就任

2016/7/1

退任

2020/7/30

就任

2008/7/1

退任

2()20ノ
/7/30

就任

2018/7/1



退任

2()20/7/30

関口 清 監事 ○ 就任

2018/7/1

退任

202()/7ノ
′30

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、改めて記載する必要はありませ



法 人 名 特定非営利活動法人 経営支援NPOクラブ

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

仕訳日記帳 会計王 (ソ フト) 週 3日 7年

ルーズリーフ保管

現金出納帳 エクセル使用 毎 日 7年

総勘定元帳 会計王 (ソ フト) 週 3日 7年

ルーズリーフ保管

賃金台帳 エクセル使用 月 1回 7年

入金伝票 単票 都度 7年

出金伝票 単票 都度 7年

振替伝票 単票 都度 7年

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(記網 目詢
。 「伝票又は幌薄名」欄は、例えば 日1冦録麟内帳」、「総勘定河限|、 「経費帳」などのように記載します。

。 「左の帳簿等の形態」欄は、「3枚複写伝票」、ワし～ズリーフ」、晴菫丁帳簿」などのように記載します。

・ 「記帳の時期」欄は、「毎日」、「―週間ごと」のように記載します。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した内容に変更

がないとき:ム 添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 経営支援NPOクラブ チェック欄

ロ

申i請時

有 。無

有 。無

③ ◎⑮ ◎目 ④

有 ①

有 ①

項

有 。無 有 。無有 。無 有 。無

有 。無 有 。無有 。無有 。無

宗教の教義を広め、儀式を行い、及

び信者を教化育成する活動

政治上の主義を推進し、支持し、又

はこれに反対する活動

有 。無 有 ・ 無有 。無 有 ・ 無有 ・ 無有。①
特定の公職の候補者若しくは公職に

ある者又は政党を推薦し、支持し、

又はこれらに反対する活動

項 目 ④ ⑮ ◎

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人とその

活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対する報酬の支

給の状況等に照らして、当法人の役員に対する報酬の支給として過

大と認められる報酬の支給その他役員等に対し報酬又は給与の支給

に関して特号IIの利益の供与の有無

有。① 有・無 有・無

④ ◎ 申1謂時

有。無 有。無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該資産の

その譲渡の時における価額に比して著しく過少と認められる資産の

譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と当法人の間の資産の

譲渡等に関して特別の利益の供与の有無

有。① 有。無 有 。無 有・無 有・無 有。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営

に関して特別の利益の供与の有無
有。①

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特定の公

職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の有無
有。①

有・無 有。無 有。無 有。無 有・無

有。無 有。無 有・無 有。無 有・無

書式第10号 (法第44条・51条。58条関係)

認定基準等チェック表 (第 4表) 囲 珂

健痣1申曰

・ 踊踊赳基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員細酬規程等日田邸Dの提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)(ハ及び二)」 の融 び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事項につい

て、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 経営支援NPOクラブ たック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等にi齢する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事項

等を記載した書類

を記載した書類

レ

ヘ

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する綱隕|:!側メ嚇脚D鋼渤1吻|る場合には そヽの細則 (」メ嚇脚D等を添付してくださし、

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

同  意

しない

イ

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③,次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引

。 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の氏潟並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合 (その金額が200万円以下の場合に限る。)におけるその金額及び

使途並びにその実施日

ハ

ホ

ヘ

①l助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

② 海外への送金又は金銭の持出し(その金額が200万円以下のものを除く。)を行う場合には事前に又は災害に対

する援助等緊急を要する場合には事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第 13号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表 (第 5表)

O意1申曰

・認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出督寿Dの提出時に記載及び添付する必要があ

ります.

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、添付の必要はありません。



書式第 14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 射機」H営和1贈動法人経営支援NPOクラブ

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期

間が経過していること

チェック欄

事業年度 設立年月日

CI主意事暖D
。法第 55条第1項に基づぐ書類 (役員報酬規程等提出劉Dの提出時に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)は、

記載する必要はありません。

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法第

55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事項について、改めて記載する必要はありません.

6 28条に規定する事業報告書等及び役員名

簿並びに定款等を同法第 29条の規定により所轄庁に提出していること

先ック欄

特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等及び役員名簿並びに定款等の所轄庁への

提出の有無

④ ⑮ ◎ ① ◎

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 毎

7 法令又|“1好割こ基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック欄

レ

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

③ 認定基準等チェック表 (第薦静 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出旧誨Dの提出時:覇]載及

び朴
"‐

る必要があります。

④ ⑮ ◎ ③ ◎ 申 請 時

有 □
ヒ」 有 缶 有 缶 有 ・ 無 有 ・ 無 有 缶



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人 経営支援NPOクラブ

る法人

は認定、仮認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営利活動法人が仮認定を取り
合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該仮認定
特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過しないもの

口 1禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204条等 O蒻順1)

若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことによ

り、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等 α関頸2)

2認 定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

:=二:医1認堕1及塑!壷:崖:の生I型凶1屋1ヒ!屋:菫菫:」:ヨl壁:聾:聾:L』駐1璽塑!壁!璽:蓋:艶!型!≧!ヨ1立壁塾!主菫l塵1巴延!堕:置工:量1の生上並」!二 |

旦ξШI監:饉i重」壁:星菫」菫邑2塾:望!重コ璽:聖[聖[重」壷」虚≧重菫!ヨ[上生:塁生1」こ」]豊i壼」塑:盆1:菫l壁

`菫

1塾]阻ヨ]翌[ヨ」堕

`⊇

」笙i生』ヱ:望型墓」≧」生1』二主主)。

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいリツ
′
碗 にヽ該当する者の有無

認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営禾:幡動法人が仮認定を取

り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前 1年内に当該認定特定非

営利活動法人又は当該仮認定特定非営禾:情動法人のその業務を行う理事であった者でその取消し

の日から5年を経過しない者の有無

有

禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5

年を経過しない者の有無
有

特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑

法第 204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

る法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けるこ

とがなくなった日から5年を経過しない者の有無

有

暴力団の構成員等の有無 有。「買

，
“ 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

（
５ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 Itt,r.l[rt,ri

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
はい。匝ヨ

耐
議

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、』:趣
`」

こ饉うコi饉目l圏囲璧菫!睦ユ:コ壼菫墜1堕1と!出11田□壼

壁24ュ」塑L国腟1腱|口聾堕壺」コ墜星菫菫出壁塑 Lヽ自国ヒ」整劇田国饉221二盤1出目塵整ヨ回士聾奎二≧___

に 1)そ,メ

“

の事蒻弼欣
"あ

る:け合lよ その1!′消目期所所在の

"晴

I麟ヒ,)に係る編協0口場書も添付すること

0主 2)観傾燎燿
"編

贈輿椰慰■書に1:ヽ澤:付1不要

Ｆ
０ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人 ItUr .l[rr.,ri

′
０ 次のいずれかに該当する法人

暴力団 は い
。

暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 l*t,r.l[rrzrE


